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1.公費解体制度の概要 

  令和６年能登半島地震により被災した家屋について、当該家屋の所有者（所

有者が亡くなっている場合は相続人）等の申請（申出）に基づいて、小松市が

生活環境の保全上当該家屋の除却が必要であると認めた家屋を、公費により

解体・撤去（以下「解体等」という。）するものです。（環境省：災害廃棄物等処理

事業費補助金を活用） 

   なお、公費解体制度には大きく分けて次の２つの類型があります。 

   ⑴ 費用償還（解体償還・自費償還） [申請期限 令和６年１２月２７日] 

       令和６年１月１日から令和６年６月３０日までに所有者自身が解体業

者と契約し、解体費用を負担した場合に、後日対象となる費用を市が交

付（償還）するものです。（対象外経費が含まれる場合や市が定める基準

額を超える場合は、当該費用は自己負担となります。） 

    ⑵ 公費解体 [申請期限 令和６年１２月２７日] 

       制度の対象となった家屋の所有者の申請（申出）に基づいて、市が当

該家屋の解体等を実施するものです。（解体等に係る自己負担は発生

しませんが、対象外となる工事は実施できません。） 

 

2.公費解体制度の対象となる家屋等について 

 ⑴ 対象となる家屋（特定非常災害指定の例による） 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震により被災した家屋であって、以

下の区分に該当するものが対象となります。なお、家屋については住家、非
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住家、事業所等の区分を問わず対象になり得ますが、事業者が所有する家屋

にあっては、所有者が中小企業基本法第２条に規定する事業者であることが

要件です。 

○住 家 

「罹災証明書」において全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊のいずれか

の被災区分に該当する家屋 

   ○非住家 

      「被災証明書（非住家）公費解体用」において全壊又は半壊のいずれかの

被災区分に該当する家屋 

    ○事業所 

        「被災証明書（非住家）公費解体用」において全壊又は半壊のいずれかの

被災区分に該当する家屋 

 ⑵ 対象とならない場合と対象外経費（主なもの） 

  ○ 対象とならない場合 

    ・応急修理制度（災害救助法）を活用した場合 

    ・対象家屋の一部のみを解体等する場合 

    ・ボランティア等が無償で実施した解体等である場合 

  ○ 対象外経費 

    ・庭木、庭石を除却するための費用 

    ・その他、工作物を除却するために必要な経費 

    ※対象家屋の解体等のため必要と認められるものは対象となる場合があります。 
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3.解体費用の償還（交付金交付）について 

 ⑴ 申請に必要な書類 

提出時期 書類の名称等 発行機関等 

交付申請 

交付申請書 市の指定様式（様式集） 

申請者の本人確認書類 

各発行機関 

１点で可 
官公署発行が発行した証明書で顔写真付きのもの 

（運転免許証、個人番号カード、パスポートなど） 

２点必要 

官公署等が発行した証明書で顔写真付でないもの 

（健康保険又は介護保険の被保険者証、年金手帳、

年金証書、社員証など） 

解体工事の契約書（令和６年６月 30日までに締結されたもの） 解体事業者 

内訳明細書（費用の内訳がわかるもの） 解体事業者 

同意書 市の指定様式（様式集） 

被災状況に関する証明書（いずれも別途申請が必要です） 
税務課 

※被災証明交付申請書（非

住家）公費解体用を提出

してください。 

住 家 罹災証明書 

非住家 被災証明書（非住家）公費解体用 

事業所 被災証明書（非住家）公費解体用 

被災家屋に係る登記事項（建物）全部事項証明書（現在の所有者

が記載されているもの（３ヶ月以内に発行されたもの）） 

※登記書類に建物図面が付属している場合は建物図面も併せて 

※未登記の場合は、固定資産税（評価・課税）証明書でも可 

法務局 

※固定資産税（評価・課税） 

証明書の場合は税務課 

建物配置図 

（敷地内の家屋を真上から見たときの各配置及び概ねの形状・寸

法がわかるもの（階毎）で、方位が記載されたもの。手書きも可。） 

申請者 

建物位置図（建物の所在地が分かる地図等） 申請者 

被災状況が分かる写真 

※対象家屋を２方向以上から撮影したもので被災状況が分かる 

もの等なるべく多く 

申請者 

実績報告 

実績報告書（兼請求書） 市の指定様式（様式集） 

申請者の振込先がわかるもの（通帳又はキャッシュカードの該当部分の写し） 申請者 

解体工事費の支払いに関する領収書 解体事業者 

費目別内訳書（実績額） 市の指定様式（様式集） 

解体写真（解体前後や施工状況、廃棄物の発生状況・荷積み等の状況） 解体事業者 

建物解体証明書 解体事業者 

廃棄物処理に係るマニフェスト 解体事業者 

※所有者から委任を受けて解体事業者と契約し、費用を負担した場合は契約者が申請者となります。その場合、 

上記の他に委任状（実印）等が必要となります。 

※個別の状況に応じて上記以外の書類の提出をお願いする場合があります。 
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 ⑵ 基準額の計算方法（概算）※状況により多少の誤差が生じる場合があります。 

   基準額＝工事費（諸経費含）+廃棄物運搬費（諸経費含）+廃棄物処分費+その他 

   ○工事費＝上屋解体費+基礎解体費 

     ・上屋解体費 

       木 造   ９，１４３円（税抜）/㎡×延べ床面積 

       非木造  １２，４２３円（税抜）/㎡×延べ床面積 

     ・基礎解体費 

木 造   ４，００２円（税抜）/㎡×床面積（１階部分） 

       非木造   ４，９９１円（税抜）/㎡×床面積（１階部分） 

   ○廃棄物運搬費＝発生場所～処理施設の距離及び廃棄物の運搬に使用する主な車両の 

積載量に応じて下表に基づき算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ※基礎部分の運搬費は、１階の床面積が算出の基礎となります。 

      ※廃棄物の搬出先が複数となる場合は、排出先までの距離を、廃棄物の種類ごとの 

重量の加重平均で算出し、上表を適用して運搬費を算出します。 

   ○廃棄物処分費 

廃棄物の種類及び量に応じて市が定める単価により算出します。 

   ○その他 

      アスベスト調査が必要な場合は、当該調査（分析業務）に要する経費として市が認め

る額を別途上乗せします。 
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 ⑶ 手続きの流れ（これから解体工事を行う場合） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実際に発生した廃棄物の種類や量、処理先により、交付金の算定基準額が変動しま 

す。（それに伴って交付金の額が決定されます。） 

     ※未登記の被災家屋（増築部分含む。）については必ず面積の確認できるものをご準

備ください。（面積不明の場合は交付の対象と出来ない場合があります。） 

     ※既に解体工事の契約を締結している場合や解体工事が完了している場合は、上記 

の流れとは異なりますので、直接ご相談ください。なお、既に解体工事が完了して 

いる場合で、罹災証明書等により半壊以上の状態であることが確認できない場合 

には交付金を交付することができませんのでご注意ください。 

 

① 「罹災証明書」（住家）又は「被災証明書（非住家）公費解体用」の取得 

 

 

③ 解体撤去工事の契約【申請者】 

 

 

④ 解体撤去工事の完了【施工業者】 

⑤ 解体撤去工事費用の支払い、申請等に必要な書類を準備【申請者】 

 

 

⑦ 実績報告書（兼請求書）の提出（必要書類を添付）【申請者】 

 

⑧ 交付金の確定及び交付金の支払い【市】 

 

※施工内容（対象経費の範囲）や基準額（概算）の確認等を現地で実施します。あらかじめ登記事項 

（建物）全部事項証明書等をご準備のうえ、環境推進課（24-8069）までご連絡ください。 

② 事前の打ち合わせ【申請者（・施工予定業者）・市】 

⑥ 交付申請書の提出（必要書類を添付）【申請者】 

 

５ 

⑤’ 解体家屋等の滅失登記【申請者（市）】 

 



4.公費解体について 

 ⑴ 申請に必要な書類 

書類の名称等 発行機関等 

被災家屋の解体・撤去に係る申請書（実印：印鑑登録証明書） 市の指定様式（様式集） 

申請者の本人確認書類 

各発行機関 

１点で可 
官公署発行が発行した証明書で顔写真付きのもの 

（運転免許証、個人番号カード、パスポートなど） 

２点必要 

官公署等が発行した証明書で顔写真付でないもの 

（健康保険又は介護保険の被保険者証、年金手帳、年金証

書、社員証など） 

同意書 

市の指定様式（様式集） 

隣接地権者 
全ての場合（隣接地権者がいない場合は不要） 

隣接地権者所有地内で作業が必要となる場合 

借家人 借家等の場合で居住者がいる場合 

権利設定人 

当該家屋に権利等の設定がされている場合 

※当該権利に関する解除に関する証明書（例：抵当権解除証

書）がある場合は不要 

共有者等 
共有名義人、相続権者がいる場合（実印：印鑑登録証明書） 

※相続人が要る場合は遺産分割協議書等 

被災状況に関する証明書（いずれも別途申請が必要です） 
税務課 

※被災証明交付申請書（非住

家）公費解体用を提出して

ください。 

住 家 罹災証明書 

非住家 被災証明書（非住家）公費解体用 

事業所 被災証明書（非住家）公費解体用 

被災家屋に係る登記事項（建物）全部事項証明書（現在の所有者が記載さ

れているもの（３ヶ月以内に発行されたもの）） 

※登記書類に建物図面が付属している場合は建物図面も併せて 

※未登記の場合は、固定資産税（評価・課税）証明書でも可 

法務局 

※固定資産税（評価・課税） 

証明書の場合は税務課 

建物配置図 

（敷地内の家屋を真上から見たときの各配置及び概ねの形状・寸法がわか

るもの（階毎）で、方位が記載されたもの。手書きも可。） 

申請者 

建物位置図（建物の所在地が分かる地図等） 申請者 

被災状況が分かる写真 

※対象家屋を２方向以上から撮影したもので被災状況が分かる 

もの等なるべく多く 

申請者 

※所有者から委任を受けて小松市に解体等の申請を行う場合、上記の他に委任状（実印）等が必要となります。 

※個別の状況に応じて上記以外の書類の提出をお願いする場合があります。 
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⑶ 手続きの流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本事業の対象外となる工事（家屋等の解体の支障とならない庭木・庭石・構造物の 

撤去等）は、実施できません。（必要な場合は別途所有者等において実施すること 

となります。） 

     ※解体撤去等の事業者（解体業者）は、市が契約する事業者となり、申請者が指定する

ことはできません。 

     ※申請者の希望がある場合は、市の依頼により法務局が職権で解体家屋等の滅失登

記を実施します。（状況により職権で実施できない場合があります。） 

③ 申請書類の審査等【市】 

 

 

⑤ 解体等の決定を通知【市→申請者】 

④ 現地での打合せ【申請者・市・市の委託事業者・（解体事業者）】 

 

 

⑦ 現地立会【申請者・市・市の委託事業者・解体事業者】 

 

⑧ 解体等工事の完了を通知【市→申請者】 

 

② 被災家屋の解体撤去等に係る申請（必要書類準備）【申請者】 

⑥ 解体工事の開始～終了【市・解体事業者】 

 

① 「罹災証明書」（住家）又は「被災証明書（非住家）公費解体用」の取得 

 

 

※書類に不備等がある場合は、すべて整うまで申請の受理が出来ません。 

※現地打合せは複数回となる場合があります。 

※解体等工事の着手後は、申請を取り下げることができません。 

⑨ 解体家屋等の滅失登記【申請者（市）】 

 

７ 


